様式１
一般競争入札参加資格確認申請書
令和　　年　　月　　日
佐賀県立金立特別支援学校長　様
住所（所在地）
商号又は名称
　　　　（ふりがな）
代表者　職　氏名　　　　　　　　　　　　
生年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日
事務担当者氏名及び連絡先電話番号


　令和８年度スクールバス運行業務委託契約に係る一般競争入札に参加したいので、入札参加資格確認書類を添えて申請します。
なお、本申請書及び添付書類の記載事項については、事実と相違ありません。
また、下記の事項のすべてを満たす者であることを誓約し、県が必要な場合には、佐賀県警察本部に照会することについて承諾します。
記
１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4に規定に該当する者でないこと。　　　　　　　　　　　　　　　　
２　会社更生法（平成14年法律第154号）または民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき更生手続開始又は民事再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。
３　開札の日の６ヶ月前から現在までの間、金融機関等において手形又は小切手を不渡りした者でないこと。
４　佐賀県発注の契約に係る指名停止処分を受けている者又は佐賀県発注の請負・委託等契約に係る入札参加一時停止措置要領に該当する者でないこと。
５　県内企業（県内に本店を有する。または、県内に支店を有し県内従業員比率が５０％以上又は県内従業員数５０人以上。もしくは誘致企業）であること。
６　道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１項ロの一般貸切旅客自動車運送事業について国土交通大臣の許可を受けている者であること。
７　公益社団法人日本バス協会貸切バス事業者安全性評価認定制度において認定を受けていること。
８　自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれかに該当する者でないこと、及び次のイからキまでに掲げる者が、その経営に実質的に関与していない法人その他の団体又は個人。
ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
イ　暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
ウ　暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
エ　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
オ　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
カ　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
キ　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者


様式２
事業所概要書
1 全体の概要

	商号又は名称
	


	所　　在　　地

	

	電　話　番　号

	


	代表者　職・氏名

	


	本社・本店の所在地
	

	全事業所の全従業員数
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2 佐賀県内の事業所の概要

	支社・事業所名
	所　　在　　地
	電話番号
	従業員数

	

	

	

	


	

	

	

	


	

	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（記入にあたっての注意）
（1） 佐賀県内に本社・本店を有する場合は、佐賀県内の事業所の概要の記入の必要は
ありません。
（2） 佐賀県外に本社・本店を有する場合は、佐賀県内にある全ての事業所の概要を記
入してください。


様式３

同種業務の履行実績調書


商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　０

過去２年の間に国（公社、公団及び独立行政法人を含む。）、佐賀県又は他の地方公共団体と、同種契約を行なった実績については、下記のとおりです。

	団体名
	業務名
	契約金額
	履行期間
	業務概要

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



注）表の項目は、業務の種類、性質等により適宜修正して使用すること。
注）記入した同種業務の履行実績を確認できる契約書類（写）等を添付すること。
注）過去２年については、入札参加資格確認申請書の提出日から起算して満２年間の実績を
　　記入すること。
　　　












入札参加資格確認申請書等提出書類一覧


	
	提　出　書　類
	記　載　要　領

	様式１
	一般競争入札参加資格確認申請書
	支社、支店又は営業所等に入札等の権限を委任する場合であっても、本社又は本店の代表者名で申請してください。

	様式２
	事業所概要書
	

	様式３
	同種業務の履行実績調書
	必要事項を記入してください。
過去２年の期間については、書類提出時から遡って２年の期間が確認できるものについてご記入ください。
例として、令和５年度、令和６年度、令和７年度の契約実績について記入があると、資格確認時に満２年分の契約実績が確認できます。

	添付書類１
	同種業務の履行実績が確認できる契約書類（写）等
	様式３に記入されたものについて提出してください。

	添付資料２
	一般貸切旅客自動車運送事業の国土交通大臣許可を受けていることを証する書類
	許可書の写し等を提出してください。

	添付資料３
	公益社団法人日本バス協会貸切バス事業者安全性評価認定制度での安全性認定証の写し
	許可書の写し等を提出してください。

	添付資料４
	中型バスと同等以上もの、かつ、スロープ付き（リフト車両含む）
の車検証の写し（１台以上）
	運行に使用予定のバスの車検証の写しを提出してください。


　
